
平成 17 年度 水産試験場・栽培漁業センター・内水面総合センター 評価結果 

 
１ 機関名 
  農林水産試験研究評価会議 
   水産試験研究評価会議 
   （水産試験場、栽培漁業センター、内水面総合センター） 
 
２ 開催日時 
   研究課題評価 平成１７年８月１２日（10：00～16：30、嶺南振興局敦賀土木事務所） 
        
３ 出席者 
  〔委員〕 

  廣石 伸互  （福井県立大学生物資源学部 教授） 
    中添 純一  （独立行政法人水産総合研究センター 日本海区水産研究所 所長） 
    森川 良子  （美浜町教育委員会 社会教育指導員） 
    高・ 治   （福井県漁業協同組合連合会 会長） 
    若林 健一  （福井県農林水産部水産課長：内部委員） 
   

〔オブザーバー〕 
    安達 辰典  （水産課参事） 
    松崎 雅之  （水産課主任） 

領家 一博  （水産課主任） 
 
  〔実施主体〕 
    伊藤 文成  （水産試験場場長） 
    鈴木 康仁  （栽培漁業センター所長） 
    石原 孝   （内水面総合センター所長） 
    安田 政一  （水産試験場研究員） 

岡部 健一  （栽培漁業センター主任研究員） 
   
〔説明者〕 

畑中 宏之  （水産試験場主任研究員） 
河野 展久  （水産試験場研究員） 
松宮 由太佳 （水産試験場技師） 
平瀬 数恵  （水産試験場技師） 
根本 茂   （水産試験場技師） 
清水 弘明  （栽培漁業センター主任研究員） 
木下 仁徳  （内水面総合センター主任研究員） 
下中 邦俊  （内水面総合センター主任研究員） 
瀬戸 久武  （内水面総合センター技師） 
 

〔事務局〕 
    村本 昭市  （水産試験場海洋資源部長） 
    成田 秀彦  （水産試験場主任研究員） 

杉本 剛士  （水産試験場主任研究員） 

‐54‐ 



     
 
４ 評価範囲 
（１）研究課題評価 

〔事前評価課題名〕 
① 福井県沿岸における漁場形成メカニズムの解明（水産試験場） 
② 急潮発生予測技術の開発と定置網漁具被害防除に関する研究（水産試験場） 
③ 日本周辺海域におけるブリの産卵・回遊生態と海洋環境の関係に関する研究（水産試験場） 

 
〔中間評価課題名〕 

④ 曳航式ビデオカメラによる底魚類生息量の推定（水産試験場） 
⑤ 県内河川に遡上する海産アユ資源量調査（内水面総合センター） 

 
〔事後評価課題名〕 

⑥ キジハタを主とした複合型養殖技術開発（水産試験場） 
⑦ バフンウニの資源回復を計るための要因解明（水産試験場） 
⑧ クルマエビの親エビ養成技術の開発（栽培漁業センター） 
⑨ アジメドジョウ資源増大のための放流事業の実用化の検証（内水面総合センター） 
⑩ 湖底耕耘によるシジミ増殖技術の確立とそれに伴う水質、底質の改善に関する研究（内水面総

合センター） 
 

     
〔追跡評価課題名〕 

該当なし 
 
５ 総評概要 
（１）研究課題評価 

事前評価３課題については、Ａ評価２課題、Ｂ評価１課題であった。 
中間評価２課題については、Ａ評価であった。 
事後評価５課題については、90 点以上１課題、80 点以上２課題、70 点以上２課題であった。 

 
６ その他 
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評価結果 
（１）研究課題評価 
①事前評価      

研究課題名 研究期間 研究目的および必要性 総合評価 主な意見 

福井県沿岸に

おける漁場形

成メカニズム

の解明 

H18～20 

若狭湾では季節ごとに

様々な魚種が漁獲され、好漁

場として利用されているも

のの、その形成メカニズムに

ついては充分に分かってい

ない。そこで、水塊構造変動

をモデル化するともに、漁場

形成メカニズムを解明する。

Ｂ 
 

（84.4） 

・漁場形成を予測するこ

とは漁業および流通業

にとって有用。 

・開発されたモデルは漁

場形成のみでなく、大型

クラゲの接岸急潮の予

測などに寄与すること

に理解を得ること。 

急潮発生予測

技術の開発と

定置網漁具被

害防除に関す

る研究 

H18～20 

定置網漁業で頻発してい

る急潮被害は、近年の厳しい

経営状況の中で深刻な問題

となっており、漁業者からは

急潮による漁具被害防止対

策を求められている。そのた

め、急潮の実態解明と発生予

測手法を確立するとともに、

急潮に強い定置網を開発す

る。 

Ａ 
 

（91.2） 

・近年問題となってお

り、課題化は適切。 
・多くの漁業者の意見を

充分に調査して、研究を

設定すべき。 
・２日前くらいの予測が

できれば被害の防止対

策になる。 

日本周辺海域

におけるブリ

の産卵・回遊生

態と海洋環境

の関係に関す

る研究 

H18～20 

日本海のブリの回遊生態

は年代によって変化し、本県

の漁獲量にも影響を及ぼし

ている。これまで日本海で行

ってきた研究から 2 歳以上

の回遊生態が明らかとなっ

てきたが、0 歳・1 歳の若齢

魚については不明な点が多

い。そこで、日本周辺の産卵

海域を明らかにするととも

に、日本海へ加入する資源に

ついて、その動態と変動を明

らかにする。 

Ａ 
 

（96.0） 

・課題化は重要、適切。

・プロジェクトの中で福

井県の位置づけを充分

に認識し、研究内容を定

める事が必要。 
・的確な資源量の把握・

管理により漁業経営の

安定化に役立ててほし

い。 

・漁場形成要因には物理

環境および餌料環境が

あるが、両関係を充分に

整理し、具体的研究計画

を立てることが必要。 
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②中間評価 
研究課題名 研究期間 研究目的および進捗状況 総合評価 主な意見 

曳航式ビデオカ

メラによる底魚

類生息量の推定 
H14～18 

〔目的〕 
本県沖合漁場全域の生物

環境と資源状況を把握し、底

魚資源の管理と漁獲量増大

に資する。 
〔進捗状況〕 

VTR調査について60分の

撮影時間での効率よい調査

が可能となった。 

Ａ 
 

（93.2） 

・曳航技術の確立、効率化

のための曳航時間の短縮

などを達成したことは評

価できる。 
・非破壊的測定技術である

ことは評価できる。 
・雌雄や大きさの分布な

ど、様々な情報が正確に得

られると優れた調査手段

となる。 

県内河川に遡上

する海産アユ資

源量調査 
H14～18 

〔目的〕 
県内河川の多様なアユ漁

場において、海産アユの資源

量を把握し、資源の有効かつ

継続的な利用とアユ資源の

増大を図る。 
〔進捗状況〕 

遡上尾数は、年変動が非常

に大きく、海域での稚仔魚の

生き残りの良否によるもの

と推測された。 
放流効果（回収率）は、2.

8%～35.1%で、天然遡上数の

少ない年には高い傾向が認

められ、放流の有効性が確認

された。 

Ａ 
 

（95.2） 

・海域における生残が遡上

量に影響することが明ら

かになりつつある。 
・他の河川の研究結果を考

慮に入れて、研究を進める

と良い。 
・九頭竜川のような大きな

河川での降下量、遡上量把

握のための手法開発を望

む。 
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③事後評価 
研究課題名 研究期間 研究目的および研究成果 総合評価 主な意見 

キジハタを主と

した複合型養殖

技術開発 
H12～16 

〔目的〕 
養殖経営の安定を図る上

で魚種の多様化は必要不可

欠である。キジハタは市場性

が高いが、トラフグやマダイ

と比較して養殖期間が長い

ことから、成長促進技術を開

発する。 
〔成果〕 

長期混養による成長効果

は２才魚以上で同等または

やや高い傾向がみられた。ま

た、混養による生残はおおむ

ね90％以上で推移した。市場

サイズまでの養殖期間は約2
年半程度と考えられた。 

７９．８ 
 

・新しい養殖対象種として

キジハタを開発し、養殖指

針にまとめたことは高く

評価できる。 
・どのような研究をすれ

ば、研究の結果が漁業者に

プラスになるかを常に考

えながら、研究すべきであ

る。 
・各方面から要望されてお

り必要だが、今の状況だと

企業としてはむつかしい

と思う。 

バフンウニの資

源回復を計るた

めの要因解明 
H14～16 

〔目的〕 
近年、バフンウニの漁獲量

が低迷していることから、資

源減少要因を解明する。 
〔成果〕 

バフンウニの生息実態調

査より、8 月頃から殻に斑点

を有する個体の出現割合が

増加した後に、夏から秋にか

けて資源量が減少する傾向

が認められた。 
斑点を有する個体から、バ

フンウニを斃死させる細菌

を分離した。 

９４．８ 

・越前ウニの漁獲減は、県

民の関心が高く重要かつ

必要な研究である。 
・感染症の発生状況によ

り、資源活用技術開発のた

め、資源回復対策事業を立

ち上げとことを評価する。

・早急に効果のある資源回

復策の提案をお願いする。

クルマエビの親

エビ養成技術の

開発 
H13～16 

〔目的〕 
クルマエビの栽培漁業の

安定化を図るため、親エビ養

成技術を開発する。 
〔成果〕 

人工種苗を陸上で飼育し、

親エビ養成することができ

た。 
3 月～4 月の早期採卵等、

計画的な採卵が可能となっ

た。 

８１．０ 

・放流事業を停止したた

め、本県における成果の活

用が困難となったが、困難

とされる成熟技術を確立

したことは評価できる。 
・開発技術の特許取得、成

果公表を期待する。 
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アジメドジョウ

資源増大のため

の放流事業の実

用化の検証 

H14～16 

〔目的〕 
アジメドジョウの種苗生

産技術開発と生態調査を実

施し、アジメドジョウ資源の

増大を図る。 
〔成果〕 

親魚養成等なしで簡易的

な方法で卵を得ることがで

きた。 
成熟年齢と成長式を推定

することができた。 
付着藻類、水生昆虫を捕食

しており、昼夜間での差は認

められなかった。 
・放流されたアジメドジョウ

は速やかに上下流の両方に

移動する傾向が示唆された。

８１．０ 

・アジメドジョウの生態が

明らかになるとともに、種

苗生産技術を確立したこ

とを評価する。 
・地域的な漁業資源の活用

にも焦点を当てることは

今後重要。 
・種苗放流より漁場造成や

漁獲調整が有効であるな

らば、その方法等について

も漁協や行政に提案すべ

き。 

湖底耕耘による

シジミ増殖技術

の確立とそれに

伴う水質、底質

の改善に関する

研究 

H14～16 

〔目的〕 
湖の底質改善によりシジ

ミ資源の増大および当技術

の普及を図る。 
〔成果〕 

湖底耕耘による漁場改善

効果の可能性が示唆された。

湖底耕耘技術が確立し、耕

耘によるシジミ資源増殖へ

の効果が示唆された。 

７３．２ 

・シジミ資源増大と湖沼の

浄化は地元の強い関心事

である。 
・対象とした久々子湖の総

合利用戦略設計と共に事

業を進めることが出来れ

ば更に優れた成果が得ら

れたと考える。 
・明らかに耕耘による漁場

改善の効果を示さないと

漁協では耕耘事業を実施

しないであろう。 
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